










































































































































































































































































































































































































































































事業評価   
　予算執行状況、 
　達成度、満足度 
個人データの蓄積 
　修了後の住所, mailアドレス 
　所属（日英原語）／専門、進路 
・履歴（学歴,職歴,研究業績を含む） 
・日本語使用状況 
・日本語継続学習の状況 
・履歴、日本語使用環境、参加コース 
　別の研修の振り返り 
・センター （基金）への要望 
・他の訪日機会　　など 
・履歴（学歴,職歴,研究業績を含む） 
・日本語使用状況 
・日本語継続学習の状況 
・研修の振り返り 
・センター （基金）への要望 
・他の訪日機会　　など 
・広報の方法への評価 
・内部選抜方法 
・修了者進路の把握 
・機関としての日本語能力 
　専門性へのニーズ 
・研修への期待と評価 
・学習者数の推移 
・センター への要望 
・他の訪日機会　　など 
・当該地域での機関の位置付け 
・広報の方法への評価 
・内部選抜方法 
・修了者進路の把握 
・機関としての日本語能力 
・専門性へのニーズ 
・研修への期待と評価 
・学習者数の推移 
・センターへの要望 
・他の訪日機会　　など 
・各国地域事情、日本語教育事情 
・一般的な研究環境や職務環境 
・他の訪日機会 
・特定研修の当該地域での位置付け 
・広報、推薦方法 
・応募状況の把握　　など 
国際交流基金 
評価委員会 
センター事業 
協力委員会 
センタ  ー
評価委員会 
※ 
※ただし、「国際交流
基金評価委員会」の
枠組みについては現
在検討中である。
図1　関西国際センター評価活動の見取り図
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・研修目的と広報、選抜手続きとの整合性に関する調査項目
・研修目的と地域の日本語教育ニーズの整合性に関する調査項目
（2）複合的な結果の解釈（複数の調査対象／複数の調査方法）
（3）結果の還元先（研修の枠組みの改訂時／研修内容の改訂時／広報や選抜順位の決定時）の
確認
（4）回答方法（修了者への自由回答法の採用）への配慮
（図1）はセンターの日本語研修で行われる様々な評価活動を時系列に沿って示したもので
ある。冒頭で述べたとおり、これまでフォーマル、インフォーマルに行われてきた追跡調査で
は、得られた結果をどのように利用するのかという議論が十分でなかった。今回の調査結果
は、入手した情報を研修実施のどの段階にフィードバックするべきかを強く意識しつつ、報告
書（文書調査報告書、出張報告書）と出張報告会で研修実施担当者を始め全センタースタッフ
に報告され、いくつかの具体的な改善への試みを生んだ。この点で評価できると思われる。
さらに、今後追跡調査を継続して実施していくためには、以下の3点に取り組む必要がある。
【修了者の基本データ管理】
今回の試行調査で最も問題となったのは、修了者の基本データ管理の問題である。修了者に
対する文書調査の回収率は両研修とも30％前後であった。また修了者への面接調査の際にも
修了後から所属先及び住所が変わっているため連絡の取れない者が少なくなかった。センター
では本調査の結果を踏まえて、一部の海外事務所発行のニューズレターをセンター修了者に送
付する、平成15年度より「招聘条件」の中に追跡調査への協力を義務付ける項目を追加する
などの対応によって修了者への連絡と情報収集が円滑になされるよう努めることとした（11）。
修了者のデータをより組織的に整備し持続的に改訂するためには研修修了者のネットワークの
形成も一つの可能性として挙げられるだろう。またセンターとの関係維持が、修了者にとって
も有益であるよう配慮されなければならないだろう。今後、海外事務所を始めとする関係機関
との連携をさらに強化しつ、修了者の基本データの管理が徹底されなければならない。
【関係機関への情報開示と情報交換】
大学生研修派遣元機関への調査では、研修内容について誤って認識していたり、十分に研修
内容を把握していなかったりする場合があった。また文書調査では、研修運営に関する要望と
して「研修内容などを（派遣元機関へ）フィードバックしてほしい」というコメントもあった。
今後応募者および研修参加者のみならず、派遣元機関をはじめとする関係機関への情報開示が
必要である。さらに少数意見ではあるが、大学のカリキュラムを補完する形での支援を期待す
る声や具体的な事例を挙げて研修内容の見直しを求める意見も見られた。これらのすべての要
望に答えることはできないし、また妥当かどうかも定かではない。しかし、研修参加者個人の
ニーズを最優先にして研修がデザインされてきた従来のあり方に対しては、少なくとも派遣元
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機関の視点を加味することによる評価視点の広がりを検討すべきであろう。これまで、修了者
からは研修時の満足度調査や修了後に提出を義務付けられているレポートによって研修への評
価を得ることができた。それに対して、派遣元機関側からは義務付けられていなかったという
現状がある。調査結果をうけて、大学生研修に対する満足度を問う設問を含む調査票と研修内
容を示した冊子を派遣元機関に送付し、双方の情報交換を行うこととなったが、研修実施に関
わる機関、組織との情報交換の必要性も更に強く認識されなければならない。
【研修事業の社会的地位に関する調査】
より正確に研修のニーズを把握するためには、センターの研修事業に対する知名度の調査
（当該国の社会的なリーダーや言語教育関係者などに対する調査）、研修事業が当該国の日本理
解、日本語学習において、有益な役割を果たしているのかに関する調査など、他機関の提供す
る研修機会との比較も視野に入れたより広い社会的視野からセンターの研修事業を評価するた
めの調査が必要である。
4. 研修の評価における追跡調査の位置付け
研修を評価する際には、研修の「何を」評価したいのか、すなわち評価対象と目的を明確に
しておく必要がある。その評価対象と評価目的は以下の4つに区分されるだろう（図2）。
① 
② 
③ 
④ 
個々の日本語研修の内容 
各地域の社会情勢など 
センター ／基金の目的（ミッション） 
個々の日本語研修の目的 
個々の日本語研修の目標 
④　基金の目的（ミッション）に基づいた研修の目的を各地域の社会情勢から評価
する 
①　研修の内容を研修の目標から評価する（例えば、日本語能力が研修修了時にど
のぐらい向上したか、など） 
②　研修の目標をセンター の研修事業の目的から評価する（例えば、人文社会科学
分野を専攻する大学院生を支援する目的で実施されている「大学院生日本語
研修」において、到達目標とした日本語能力レベルは適当か、など） 
③　研修の目的を基金の目的（ミッション）から評価する（例えば、人文社会科学分
野を専攻する大学院生を支援する目的で実施されている「大学院生日本語研
修」が「日本と各国との相互理解の中心となる人材の育成として、海外における
日本語教育・学習を支援する」という基金のミッションに合致しているか、など） 
図2　評価対象、目的による「研修の評価」の区分
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①　研修の内容を研修の目標から評価する
②　研修の目標をセンターの研修事業の目的から評価する
③　研修の目的を基金の目的（ミッション）から評価する
④　基金の目的（ミッション）に基づいた研修の目的を各地域の現実とニーズから評価する
センターでは平成14年度に（1）センターの研修事業の改善をはかり、効率的で質の高い日
本語研修事業の実現を図る（2）センターの研修事業の効率性、実効性について検証し、これ
を公開することにより、対外的な説明責任を果たすことを目的とした、「関西国際センター研
修事業評価委員会」が立ち上げられ、単年度ごとに研修の目標と内容の自己点検を行うシステ
ムが構築された。これは、①と②のレベルでの研修の評価に相当すると言える。また、今回の
文書調査も主にこのレベルの評価材料となる調査項目によって構成されていた。現在のとこ
ろ、追跡調査の結果は同研修事業評価の枠組みの中に直接的に反映されるものではない。しか
し、①と②のレベルにおける研修事業の評価について考える時、研修開始前、研修中だけでな
く、研修修了後に修了者および関係機関に対して実施される評価も同様に重要であり、図1に
示すように、追跡調査が研修実施のサイクルに組み込まれることが必要だということを、調査
に関わる過程で筆者も再認識した。熊倉他（2002）が指摘するように、研修開始前、研修
中、研修修了後の評価は一貫性をもって活用されるべきなのである。そのためには、今後研修
開始前、研修中に実施している各種のアンケート調査と追跡調査を関連付けて調査項目の整理
をする必要もあるだろう（12）。
③と④のレベルで研修の評価を行う場合、すなわち「研修の目的そのものが基金の事業目的
（ミッション）あるいは各地域の現実とニーズから判断して妥当かどうか」を評価しようとし
た場合には、センターの研修事業のパフォーマンスに限って評価を行うことはその意味が非常
に限定されざるをえない。基金の「我が国に対する諸外国の理解を深め、国際相互理解を増進
し、及び文化その他の分野において世界に貢献し、もって良好な国際環境の整備並びに我が国
の調和ある対外関係の維持及び発展に寄与すること（13）」という目的のもと提供される日本語
研修事業に対する評価は、日本語研修内容に対する評価と完全に一致するものではないだろ
う。基金の目的（ミッション）との整合性からセンターの研修を評価する際の材料として追跡
調査を捉える場合、調査方法や調査項目もそれを十分に意識して設定されなければならない。
今回の修了者、派遣元機関への文書調査、面接調査ではいずれもセンターの日本語研修につい
て否定的な意見は聞かれず、日本語研修としては概ね高い評価を得てきたと考えてよいだろ
う。ただし受益者である修了者、派遣元機関と事業主催者であるセンターの関係を考慮する
と、センターの日本語研修内容に対して低い評価が出るとは考えにくい。また否定的意識を
もっている者はそもそも調査に協力する可能性は低いだろう。したがって、低い評価が出な
かったからといって、③、④のレベルの評価が高かった、すなわち「研修事業」としての有意
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性が確かめられたとするのは早計である。前述した理由から地域差に配慮していなかった今回
の文書調査も、調査項目を見直すことによって③、④のレベルの評価材料となる情報をより多
く得ることが可能となるだろう。例えば今回の調査でも「修了者の研修修了後の履歴」や「修
了者（あるいはセンターの研修事業に応募が期待できる者）が参加可能な他の訪日機会」に関
する調査項目を設けたが、文書調査においても地域の事情が回答に反映されるよう、設問を改
訂する必要があるだろう。それによって、センターの研修事業と研修目的の整合性という①②
の視点から、センターの研修事業ひいては基金の支援のあり方と各地域の情勢との整合性とい
う④の視点までをも視野に入れた追跡調査が可能となると思われる。ただし、これを実際に行
うためには、マンパワー的にもコスト的にも基金内の他の日本語事業部門との十分な連携を図
りつつ、定期的に調査を実施していく必要があろう。
以上、平成13年度から平成14年度にかけて試行的に実施した追跡調査による評価事業の概
要とその手法開発について報告した。今後、センターではその他の研修についても同様の調査
を順次、実施していく予定である（14）。研修事業の評価は、より大きい視野から組織的に体系
化されなければならない。今回提示した調査手法と位置付け、調査結果の利用についての知見
をも含む事業評価システムの構築はまだ始まったばかりであるが、研修事業とその評価事業に
関わるすべての者が、研修事業とその評価システムのデザインと改良に前向きに取り組む姿勢
を持ち続けることが重要であることは言うまでもない。
〔注〕
（1） 国際交流基金は平成15年 10月に独立行政法人に移行した。
（2） 国際交流基金関西国際センター（2003a）21頁
（3） 国際協力事業団沖縄国際センター（1993）、同（1996）、同（2001）、国際交流基金日米セン
ター（1999）等を参照した。
（4） 調査方法の比較検討には、辻新六、有馬昌弘（1987）を参考にした。
（5） フリック（2002）は以下の4つの複合的な視点での調査結果の把握することでより妥当性
の高い解釈ができるとしている。①異なったデータのソースを用いること、下位タイプと
して異なった時間、空間、人、ある現象について異なった時点や場所で調べたり、さまざ
まな人からデータを得たりする、②異なった複数の観察者やインタビュアーを研究に参加
させる、③複数の理論を用いる、④複数の方法を用いる
（6） ただし今回の修了者の場合は、研修の実施担当の立場で調査に加わった和泉元が直接関わっ
ていない研修の修了者がほとんどであったため、3者の立場上の区別はあまり意識されな
かったようである。
（7） 調査結果の詳細は国際交流基金関西国際センター（2003b）を参照のこと
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（8） 国際交流基金関西国際センター（2001）を参照のこと
（9） センターの日本語研修の参加者のうち、先進国からの者は往復航空費を自己負担すること
となっている。
（10）国際交流基金関西国際センター（2001）を参照のこと
（11）センター発行のニューズレターのメール配信も試案されたが、ハード面の問題から保留と
なっている。
（12）例えば今回項目とした、センターの研修以外の訪日機会に関する調査は、研修中でも調査
可能であろう。
（13）『独立行政法人国際交流基金法』第3条（基金の目的）より
（14）平成15年度は外交官日本語研修修了者に対して追跡調査を行うことになっている。
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